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東日本大震災復興交付金事業計画（第３次申請分）について 

 

 

１ 東日本大震災復興交付金事業計画（第３次申請分）の概要 
 ❏ これまで、国との事前協議を踏まえ、計画内容の熟度が高く、かつ、平成 24 年度に

着手可能な事業を取りまとめ、6 月 26 日に復興交付金事業計画の第３次申請を行った
ところである。 

 ❏ ８月 24 日に国から、東日本大震災復興交付金事業計画（第３次申請分）に対する交
付可能額の通知を受けたことから、当該配分可能通知に基づき、最終的に復興交付金
事業計画を取りまとめた。（詳細については、以下のとおり。） 

  
  ○ 復興交付金事業計画第３次申請に対する交付可能額通知の内容 

区分 事業数 交付対象事業費 交付金額 

内示結果 13 事業 75.5 億円 59.4 億円

No 事業区分 地区（箇所等） 事業数 
※参考 

（資料№） 

１ ❏水産業施設復興整備事業 
小名浜 

※既採択事業の後年度分 
１ №1 

２ ❏災害公営住宅整備事業 
平、小名浜、岩間、錦、 

勿来関田、常磐 
６ №2～7 

３ ❏造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

常磐西郷町忠多、 

泉もえぎ台 

※既採択事業の後年度分 
２ №8～9 

４ 
❏都市防災総合推進事業 

（防災まちづくり計画策定支援事業）
市内全域 １ №10 

５ ❏防災集団移転促進事業 走出 ２ №11～12 

６ 
❏災害公営住宅整備事業 

（既存建築物解体） 
平 １ №13 

－ 
❏市街地復興効果促進事業 

（３次申請採択分） 
－ － No14 

合   計 13 

※ 参考  

区分 事業数 交付対象事業費 交付金額 備考 

第１次申請 44 事業 149.3 億円 118.4 億円

第２次申請 21 事業 136.5 億円 115.7 億円

第３次申請 13 事業 75.5 億円 59.4 億円

合計 78 事業 361.3 億円 293.5 億円

※ 延べ事業数は 78 事業であるが、

第 1 次、第 2 次、第 3 次申請におい

て、8事業が重複していることから、

70 事業となる。 

 


